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副業人材の潮流と産学官金連携
の活用事例（２）

金融庁 総合政策局 総合政策課
地域課題解決支援チーム 菅野大志



１．福島での外部人材活用に向けた取組み

２．つなぎ手の連携を推進する上での課題

３．財務局・地域への提案

金融庁 地域課題解決支援チーム
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(１)金融庁 政策オープンラボ

若手職員を中心とした人材の育成・活用、組織の活性化
職員の新たな発想やアイデアを積極的に取り入れ、新規性・独自性

のある政策立案へとつなげる
業務時間の２割を国民厚生の増大のため（政策オープンラボ）に

充ててよい!
14のプロジェクトチーム（約120名）

具体的な取組事例（例）

■資産形成をデザインする。 ■金融庁ネットワークを活用した地域課題解決支援

■子育て職員プロジェクト ■組織全体のTECH FORMINGに向けて
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（２）地域課題解決支援チームの取組の流れ

1 「ちいきん会」の開催
［年に数回 / 200～400人程度］

■「ちいきん会」（地域×金融）
熱量の高い産学官金言の有志が肩書きを外して交流する場。

■地域キーパーソンと有志のコミュニティ形成（約2,000名）

２ 「ちいきん会 地域ダイアログ」の開催

［定期（毎月）/ 少人数］

３ 課題解決に向けたスキーム等の企画

４ 地域ダイアログの自走化

ちいきん会Facebook
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通常の話し合い オフサイトミーティング
目 的 時間内に結論を出す チームを強化する

議 論 の 方 向 性 「収束」指向
→決められた時間と段取りで効率的に進める

「発散」指向
→最初は混沌状態になることを受け入れる

重 要 な 要 素 論理性が求められる 肩書き・立場・責任を離れた、ひとりの社員として参加

時 間 間 隔 短い時間で要領よく じっくり時間をかけてとことん話す

大 切 に す る こ と 議論や結論の整合性や妥当性 新しいものが生まれたか
参加者のエネルギーが高まり、当事者意識が生まれたか

結 論 事前に落としどころが想定されているケースが多い
「正論」が強すぎると実行されにくい

予定調和でない斬新な発想が生まれやすい
当事者のいる実行可能な現実解

 心理的安全性が確保された場
（肩書きを外して）

 熱量ある有志
 まじめに建設的な対話を行う

（出所）SCHOLAR CONSULT

（出所）SCHOLAR CONSULT

（３）ダイアログの特徴
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（４）石川ダイアログについて ～特別保証認定プロセスの電子化～

（１）ちいきん会コミュニティからの実質無利子無担保融資手続きに関する課題提起

（２）石川県関係者の有志によるダイアログから運用まで

（３）電子化のスキーム

事業者

②(a)認定申請

②（b）認定書

電子化により手続きの効率化

③(a)保証申込

③(b)保証承諾

①融資申込

④融資実行
システム経費の補助

金融機関

自治体
(市町村）

信用保証協会
（石川県）

【共有された課題】
• 売上減少認定手続きについて、原則書面申請であり、認定申請、認定書
交付のたびに自治体窓口を訪問する必要あり

• 郵送手続き・認定手続きの進捗の問い合わせ等で多大な事務コスト発生
• 自治体窓口にて３密状態が発生

コミュニティのSNSにて課題提起

①中小企業庁にて、実質無利
子無担保融資手続きの電子化
について補助金があることが判明
②石川県関係者が取組みに前
向き

運用開始
8/11

全体説明会
７/22

ちいきん会SNSでの呼びかけ
5/6

石川ダイアログ実施
5/15～

有志によるオフサイトでの取組み ダイアログで議論した内容をベースとして正式に決議

電子化による効果
①金融機関職員の事務コスト削減

②金融機関・市町・保証協会の手続き
連携強化

120分 5分

書類準備
市町訪問等

データ入力
ファイルアップロード

差戻し時の
即時対応

ほぼ半日以内で
認定書内容の
確認完了 ５



福島で開催した「ちいきん会」では、地方創生に熱意ある
公務員と金融機関等の有志が肩書きを外して交流しました。

テーマの1つとして、地域における人材不足解消に向けた
「副業人材の活用」を議論。

（１）令和元年11月 「ちいきん会」で人材活用を学ぶ

（５）福島県における「副業・兼業人材活用」の取組み

事業目的 福島県の関係人口増加

支援内容 県が企業の負担するマッチング手数料を補助
県による中間支援（企業の人材採用まで伴走支援）

福島県 コロナ感染拡大の影響により、受入企業の募集説明会の開催が困難。
→福島県内の受入企業の開拓が課題。

金融機関

中小企業が抱える人材不足の課題に対し、首都圏の副業人材のスキル活用を通じ
て企業の生産性向上を図る。

金融機関が有する取引先企業のネットワークを活用。
県事業だけでなく、副業人材活用の詳細を学ぶ必要。

（福島ダイアログの様子）

（２）令和２年４月 福島県が副業人材活用事業※を開始 ※「福島県パラレルキャリア人材共創促進事業」

（令和元年11月 ちいきん会in福島）

（３）令和２年３月より「福島ダイアログ※」で県の事業を学ぶ
※官学金の有志での地域課題解決に向けた対話
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１．福島での外部人材活用に向けた取組み

２．つなぎ手の連携を推進する上での課題

３．財務局・地域への提案

金融庁 地域課題解決支援チーム
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（１）福島県事業開始後の取組み

（５）令和２年10月「ふくしま外部人材活用協議会※」発足

（４）令和２年６月 国主催のオンラインセミナーを開催

東京ー福島をオンラインでつなぎ、約50名が参加

（事業主体）

（企画・運営）

※中小企業庁 令和２年度「地域中小企業人材確保支援等事業」

（協議会の発足式開催の様子）

背 景:
内 容:
主 催:

県事業開始により金融機関の人材活用の学習ニーズ
金融機関向けに県事業の説明、活用に向けたダイアログ
東北財務局、金融庁/■共催:福島県、ちいきん会ほか

要
望
■ 外部人材確保に向けた支援機関のネットワーク形成
■ 外部人材活用に関する担い手の育成

■参加:３１機関 （金融機関、人材仲介会社、経済団体、プロ人材戦略拠点、
よろず支援拠点、信用保証協会等）

■協力: ７機関 （福島学院大、復興庁、東北財務局等）
■ネットワーク構築:エリア別・テーマ別（金融・対話）勉強会
■活用の担い手育成:

実企業の課題の明確化から面接までの一連の流れを体験。
→中小企業に対するメリット啓発の説明や経営課題の具体化等が可能に。

福島ダイアログ

（事業経営者と金融機関職員との勉強会の様子）（出典:2020年12月に開催した「北陸地域連携プラットフォーム」の北陸財務局資料）
８
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（出典:2020年12月に開催した「北陸地域連携プラットフォーム」の北陸財務局資料）

（２）前回の本会合で示された論点

県

連

携
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（３）福島ダイアログにおける連携に向けた主な課題等

①連携に向けた主な課題
イ）中間支援の担い手育成の必要性に対する理解
→持続可能性への理解

ロ）組織間の柔軟な連携（政策実施者と中間支援の担い手との連携）
ハ）ダイアログ参加者によるコミュニティ形成

②連携の成果
イ）参加機関からの企業紹介の増加
ロ）副業人材活用の担い手（組織・個人）の可視化
→役割分担とノウハウの共有

ハ）情報発信の強化

１０



１．福島での外部人材活用に向けた取組み

２．つなぎ手の連携を推進する上での課題
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（１）福島県の副業人材活用について

１２

■福島県事業の支援
①企業への説明会開催 ②企業への個別説明～面接までの伴走支援 ③仲介手数料の補助

（出典:福島県HP）



（２）地域の状況を踏まえた取組み

１３

従 来

地方企業

求人
DB

都市部 地方部

マッチング
サイト
【民間】

求人
DB

民間の中間支援

仲介業者副業人材

福島県

地方企業

地方企業

マッチング
サイト
【民間】 求人

DB
県の中間支援仲介業者

マッチング
サイト
【県】

仲介業者

副業人材

副業人材

副業人材

関係人口
活用

求人
DB

コミュニティ
形成
【民間】

求人
DB

関係人口
（A町の関係人口
イベント参加者）

地方企業

A町に関心ある副業人材チーム
（副業人材のコミュニティ形成）

金融機関等の中間支援

地方企業
県の中間支援

求人
DB

金融機関等の中間支援
地方企業

コミュニティ
形成
【A町】

民間の中間支援



（参考）デジタル化応援隊事業

※ IT 専門家に対して最大 3,500 円 / 時間 ( 税込 ) の謝金が事務局から支払われるため、
中小企業は通常の時間単価から最大 3,500 円 / 時間 ( 税込 ) を差し引いた金額で
デジタル化推進のための支援を受けるこ とができます。

※ 中小企業の実費負担が最低 500 円 / 時間 ( 税込 ) 以上あることが謝金支払の要件になっています。
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ご参考
地域課題解決支援チームの取組

金融庁 地域課題解決支援チーム

👆
１５



１６



第２回 ～人材仲介事業者からみた人材マッチング～ 7月19日

「副業・兼業人材活用オンラインセミナー」の開催

（１）背景（地方での人材活用のニーズの高まり）

第１回 ～行政からみた人材マッチング～ 6月26日

大津 俊哉 氏（九州財務局⾧）
石川 貴志 氏（一般社団法人Work Design Lab.代表）

猪尾 愛隆 氏（株式会社JOINS代表取締役）

第３回 ～金融機関からみた人材マッチング～ 8月23日

田中 文隆 氏（みずほ情報総研株式会社）
沼 智晶 氏（株式会社YMキャリア）

（３）本セミナーのポイント

 金融機関求められる取組み
・取引先に対する事業性評価による経営課題の抽出と

必要人材
・金融機関の保有する情報に基づく適切な人材の情報提供
・以上を踏まえたコンサルティング機能の発揮

九州財務局 大津局⾧

（２）令和２年６月～８月（参加:３回・約100名）

令和２年６月２６日 オンラインセミナーの様子■上記（１）を踏まえ、支援チームでは、全国の公務員・金融
機関職員と休日等に、下記ゲストを迎え副業・兼業人材活用を
学ぶオンラインセミナー（３回）を企画。

■国の地方創生総合戦略において、「副業」を通じて地域と関
わる「関係人口」の創出が注目され、副業人材が増加。
■令和元年11月、「ちいきん会」で「副業人材の活用」を議論。
 地域課題支援チームにおいても、令和元年11月に東北3県と

東京をオンラインで結ぶ「新現役交流会2.0」（首都圏企業
OBを地方企業に紹介）を開催。

 その後、九州財務局が副業人材をテーマとしたフォーラムを
開催し、金融機関より、学びの場を求める相談が寄せられた。

■副業人材の特徴
・「地方創生への関心」や「給与ではなく自己実現」が

取組む動機。
・資金力のある大企業のみが享受できていた質の高い

サービスを「副業・兼業」の切り口により、小規模の
地域企業で も、高度な人材の活用が可能になっている。

Work Design Lab.石川代表 １７



東北ダイアログについて ～首都圏新現役の人材活用～

実例：気仙沼市とインドネシアを結んだマッチング事例
企業課題
(飲食業）

気仙沼市は多くのインドネシア人（漁船員）が定住しており、イスラム料理に使用する食
材や調味料の調達が課題（コスト高）⇒新現役に相談

新現役の対応 食材調達リスト整理 国内調達と輸入のコスト比較⇒輸入を選択（コスト大幅減）

結果 現地から直接食品輸入するための実務助言者として業務委託契約

企業にとって、ニーズに応じた経験豊富な人材を選べるため満足度も高く、
参加した43社中36社（うちＷEB 15社）が新現役の支援を希望。
32社のマッチングが成約。
～地方における専門人材ニーズへの新たな対応手法を確立～

令和元年11月、地域課題解決支援チームは、５省庁と東北地方の25金融機関とともに、新現役交流会の枠組みを利用した交流会を
企画し、直接面談形式に加えて、ウェブ会議システムを取り入れた 「新現役交流会2.0」と名付けて共同開催。

業務委託契約

食品輸入業務

新現役
［首都圏］

Ａ社・飲食業
［宮城県気仙沼市］

上場企業ＯＢ
輸入実務に精通

食品会社
［インドネシア］

調整

【共有された課題】・人手不足 ・収益維持のために生産性向上

※ 首都圏では、関東経済産業局等による「新現役交流会」という名称で、中小企業の課題解決のため、関東の信用金庫を中心に
大手企業OBなどの専門人材（新現役）を紹介（マッチング）する交流会が存在

地域課題解決支援チームと東北関係者でダイアログを重ねる

東北地方の課題に首都圏の人材活用方法を提案平31年3月、令元年6月開催

首 都 圏 :東京(信金中央金庫)と、
東北地方:盛岡(盛岡財務事務所)、仙台(東北財務局)、福島(福島復興局)の遠隔地を
ウェブ会議システム等で繋いで面談。
※東北3県の中小企業43社（内WEB20社）、新現役約100名が参加

（現地面談の様子） （テレビ電話による面談の様子）

（１）東北地方の課題をちいきん会で共有

（２）課題解決への取組

（３）取組の成果（マッチング結果）

【マッチング事例】
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熊本ダイアログについて ～起業・創業スキーム～

（１）ちいきん会から派生した「 熊本ダイアログ」の活動

平31年3月開催

熊本県在住・在勤の公務員、金融機関、民間企業の有志の

ネットワーク形成、平日・就業後、ダイアログを実施

⇒ 起業・創業をテーマとしてダイアログ開催

（２）課題解決への取組

 ダイアログからの提案により、「起業経験者の紹介」、「ワンストップ相談」等の
支援メニューを提供する官金連携の仕組みを企画。

 起業希望者発掘のため、起業経験者や起業サポート経験者をスピーカーとし
た創業促進イベントを、気軽に立ち寄ることができるよう書店で開催。

ダイアログの様子

熊本県信用保証協会HPよりアクセス https://www.kumamoto-cgc.or.jp

【提案内容】
サービス名 「起業・創業ワンストップサービス」

採択先 熊本県中小企業経営支援連携会議
（事務局:熊本県信用保証協会）

利用開始 令和２年４月１日～

対象 事業計画作成前のアイデア段階の方
（「潜在的な」起業希望者）

内容
起業経験者を相談者のメンターとするほか、
関係支援機関が様々な支援メニューをワンス
トップで提供

創業促進イベントの様子

（３）提案内容が正式にサービス化

 熊本ダイアログが提案した「起業・創業ワンストップサービス」は、熊本県中小企業経営支援連携会議に採択。

 利便性の向上を図ってもらうために、起業支援情報をＨＰに集約。

熊本県知事に報告する様子
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